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社会保障制度の財源

２０２２年９月

株式会社 久保総合研究所

年金数理人 久保知行

（社会保障論②）

Ⅰ 高齢化と社会保障費

Ⅱ 社会保障給付費の状況

Ⅲ 社会支出の国際比較

Ⅳ 国民負担率

（教科書『身につく役立つ社会保障』第２章に対応）
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Ⅰ 高齢化と社会保障費
＜増大する社会保障＞

＜出所：財務省『これからの日本のために財政を考える』Ⅱー８＞

教14-19
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＜なぜ社会保障費は増えるのか＞

＜出所：財務省『これからの日本のために財政を考える』Ⅱー９＞
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＜なぜ社会保障費は増えるのか（続）＞

＜出所：財務省『これからの日本のために財政を考える』Ⅱー９＞

教25-28
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＜社会保障費は今後も増えるのか＞

＜出所：財務省『これからの日本のために財政を考える』Ⅱー１０＞

教25-28
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＜出所：『厚生労働白書（平成29年版）』第１章第１節＞

ILO基準：社会保障給付費（1996年以降、諸外国のデータ更新が途絶えている）

①制度の目的が、（1）高齢、（2）遺族、（3）障害、（4）労働災害、（5）保健
医療、（6）家族、（7）失業、（8）住宅、（9）生活保護その他、のリスクや
ニーズのいずれかに対する給付を提供するものであること。

②制度が法律によって定められ、それによって特定の権利が付与され、
あるいは公的、準公的、若しくは独立の機関によって責任が課せられ
るものであること。

③制度が法律によって定められた公的、準公的、若しくは独立の機関に
よって管理されていること。あるいは法的に定められた責務の実行を
委任された民間の機関であること。

OECD基準：社会支出（次の社会支出についての国際比較）

①人々の厚生水準が極端に低下した場合に、それを補うために個人や
世帯に対して公的あるいは民間機関により行われる財政支援や給付

②社会的目的を有しており、制度が個人間の所得再分配に寄与してい
るか、または制度への参加が強制性を持っていること

＜社会保障の国際比較の基準（用語の定義）＞
Ⅱ 社会保障給付費の状況 教14,20
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＜OECD基準の社会保障分野の支出＞

＜出所：『厚生労働白書（平成29年版）』第１章第１節＞

教20
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＜社会保障費用の最新状況＞

＜出所：『社会保障費用統計（令和元年度）』表１・表２＞

教14-15,20
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＜社会保障費用の最新状況（続）＞

＜出所：『社会保障費用統計（令和元年度）』表３＞

OECD 基準の「社会支出」は、ILO の基準の「社会保障給付費」に比べて、その範囲が
広く、施設整備費など直接個人には移転されない費用も計上されるという違いがある。
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＜社会保障給付費の推移＞

＜出所：「社会保障（参考資料）」（2022年4月13日）参考資料p3＞

教15-16
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＜部門別構成割合の推移＞

＜出所：『社会保障費用統計（令和元年度）』図４＞

（部門別社会保障給付費の対前年度伸び率は、「医療」が 2.5％、「年金」が 0.4％、
「福祉その他」が 5.1％である。「福祉その他」のうち「介護対策」は 3.3％である。 ）

教15-16
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＜機能別構成割合の推移＞

＜出所：『社会保障費用統計（令和元年度）』図５＞

（「高齢」が50％弱、保健医療が30％強で、後は軒並み１桁の水準）

教15
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＜対GDP比率の推移＞ （27年間で2倍強に増加）

＜出所：『厚生労働白書（令和2年版）』第１章第９節＞

教14-15
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＜2040年までの対GDP比率の将来見通し＞ （1.1倍に増加見込み）

＜出所：『厚生労働白書（令和2年版）』第１章第９節＞
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＜出所：『社会保障費用統計（令和元年度）』時系列表第１表より＞

Ⅲ 社会支出の国際比較
＜政策分野別社会支出の推移（表）2006以降抽出＞

教20-22
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＜政策分野別社会支出の推移（図）＞

＜出所：『社会保障費用統計（令和元年度）』図１＞

（家族関係支出等の若い世代向け支出は相対的に低い水準）

教20-22
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＜政策分野別社会支出の国際比較＞

（日本では、家族関係支出等の若い世代向け支出は相対的に低い水準）

＜出所：『厚生労働白書（令和2年版）』第１章第９節＞

教20-22
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＜高齢化率と社会保障の給付規模の国際比較＞

（日本は最も高齢化が進んでいるが、社会支出の対GDP比は、日本よりも
高齢化率が低いフランス、スウェーデン、ドイツの方が上回っている）

＜出所：『厚生労働白書（令和2年版）』第１章第９節＞
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＜OECD諸国における税・社会保障負担の対GDP比率（1965年～2017年）＞

＜出所：『厚生労働白書（令和2年版）』第１章第９節＞

（日本の社会保障負担はOECD加盟国の平均を上回って
いる一方、租税負担は下回っている）
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＜2022（令和４）年度の国民負担率見通し＞

Ⅳ 国民負担率

国民負担率＝租税負担率＋社会保障負担率

＜出所：財務省「国民負担率」＞

教23
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＜国民負担率の推移＞

＜出所：財務省「負担率に関する資料」＞

教23

（平成の時代、社会保険料も公費負担も上昇。近年、公費負担の伸びが大きい）
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＜国民負担率及び租税負担率の推移（対国民所得比）＞

＜出所：財務省「負担率に関する資料」＞

教23
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＜国民負担率の国際比較＞

＜出所：財務省「国民負担率」＞

教24
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＜国民負担率の国際比較（OECD加盟36カ国）＞

（日本の国民負担率はOECD加盟国の平均を下回っている）

（ ）内は対GDP比

＜出所：財務省「国民負担率」＞
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＜参照資料＞
国立社会保障人口問題研究所

『社会保障費用統計（令和元(2019）年度）』
（http://www.ipss.go.jp/ss-cost/j/fsss-R01/R01.pdf）

財務省 『これからの日本のために財政を考える』
（https://www.mof.go.jp/zaisei/index.htm）

「国民負担率」（2022（令和４）年度）
（https://www.mof.go.jp/policy/budget/topics/futanritsu/20220217.html）

「負担率に関する資料」 （https://www.mof.go.jp/tax_policy/summary/condition/a04.htm）

財政制度審議会財政制度分科会
「社会保障（参考資料）」（2022年4月13日）参考資料
（https://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-

of_fiscal_system/proceedings/material/zaiseia20220413/03.pdf）

厚生労働白書
平成29（2017）年版（社会保障と経済成長）
（https://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/kousei/17/）

令和2（2020）年版（令和時代の社会保障と働き方を考える）
（https://www.mhlw.go.jp/stf/wp/hakusyo/kousei/19/index.html）

厚生労働省 「令和4（2022）年度予算案の概要」
（https://www.mhlw.go.jp/wp/yosan/yosan/22syokanyosan/dl/01-01.pdf）

参考映像資料（https://www.youtube.com/watch?v=XIXDryq7QWQ）（少し古い）
（https://www.mof.go.jp/zaisei/matome/index.html)


